
身体的拘束最小化のための指針 
 

1. 理念と組織風土の醸成 

医療法人毅峰会吉田病院（以下「当院」という）では、患者一人ひとりの尊厳を保持し、安全

かつ質の高い医療・ケアを提供することを目的とする。身体的拘束は患者の身体的・精神的

弊害を招くのみならず、人間としての尊厳を損なう行為である。 当院は「身体的拘束は原則

禁止」であることを全職員が共通認識として持ち、単に拘束をゼロにするだけでなく、病院

全体で身体的拘束を行わないという「組織風土の醸成」に院長以下、全職員が一丸となって

取り組む。  

 

2. 身体的拘束の原則禁止と対象行為 

当院内において、以下の「緊急やむを得ない場合」を除き、一切の身体的拘束を禁止する。 

また、いわゆる「スピーチロック（言葉による拘束）」や、不適切な「ドラッグロック（精神安定

剤等の多剤投与や過度な投薬による行動制限・化学的拘束）」についても、身体的拘束に準

ずる行為として厳しく抑制し、薬剤部と密に連携して適正使用を推進する。その他、抑制帯

の使用だけでなく、患者の行動を制限するあらゆる行為の最小化に努める。  

 

3. 「緊急やむを得ない場合」の３要件と判断基準 

身体的拘束を行うのは、以下の３つの要件をすべて満たす場合に限定される。  

1. 切迫性 

患者本人または他の患者等の生命・身体が危険にさらされる可能性が著しく高い場 

合。  

・自傷行為（転倒・転落による重篤な怪我、点滴や各種チューブ・カテーテル類の 

自己抜去）の危険。  

・他害行為（他の患者や医療従事者への暴力、大きな混乱による危害）の危険。  

・治療に必要な点滴や処置を拒否・妨害することで、生命の危険に直結する場合。  

 

2. 非代替性 

身体的拘束を行う以外に、他に代替するケアの方法がないと判断される場合（最終 

手段）。  

声かけ、環境調整、薬剤調整など、あらゆる代替案を多職種で十分に試みたが効

果が得られない場合に限る。  

 

3. 一時性 

身体的拘束が一時的なものであること。  

必要最小限の時間に限り、漫然とした継続は一切行わない。  

 

4. 身体的拘束最小化に向けた体制 

当院では、実効性のある最小化を実現するため、以下の体制を構築・運用する。  

① 身体的拘束最小化チーム（施設基準に基づく専任チーム） 

構成 

病院長、看護部長、主治医、各病棟責任者、リハビリテーション担当者、医療安全管 

理者、薬剤師等。  

役割 

・本指針およびマニュアルの策定・改定。  

・院内の身体的拘束実施状況の把握（実施割合の集計・管理）と職員への周知徹底。  

・薬物の適正使用等に係る方針の策定（薬剤科との連携）。  



・身体的拘束最小化に関する定期的な研修の企画・実施。  

病棟巡回（ラウンド） 

定期的に病棟を巡回し、病棟職員と協働して解除や代替策の導入を具体的に検討

する。  

② 身体的拘束最小化検討委員会 

開催 

３カ月に１回、定期開催する（実施状況を踏まえた最小化の具体的取組の検討）。  

③ 多職種によるカンファレンス（毎日・毎勤務帯の解除検討） 

医師、看護師、介護士、リハビリ職、薬剤師等の多職種により、代替案の検討および解

除時期についての協議を随時・徹底して行う。  

 

5. 運営および情報公開 

数値目標と管理 

当院における身体的拘束の実施割合を常に把握し、「15％以下」 

に保つ管理体制を維持する。また、原則廃止に向けた上記の取組（委員会開催、チ 

ーム巡回、研修）を継続する。  

職員教育・研修 

入院患者に関わる全職員を対象として、身体的拘束最小化に関する研修（患者の尊 

厳保持、認知症・BPSD への対応、代替策の導入など）を年に２回以上実施する。  

情報の公開 

本指針は、患者および家族から求めがあった場合はいつでも閲覧に供する。また、 

「原則として身体的拘束を行わない方針」および「実施状況」について、院内の見や 

すい場所への掲示するとともに、当院のウェブサイトへ掲載し広く公開する。 

  

附則 

本指針は令和 7 年 4 月 1 日より施行する。  

令和 8 年度診療報酬改定に伴い、令和８年６月１日に一部改正し、同日より適用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



身体的拘束最小化 運用マニュアル 
 

本マニュアルは、令和8年度診療報酬改定における「減算規定の厳格化」に対応し、不適切な拘

束の防止、「記録の厳格化」、および「多職種による解除検討フロー」を現場で徹底するために

定める。  

 

第 1 章 身体的拘束導入の手続き（プロセス） 

やむを得ず身体的拘束を検討せざるを得ない事態が発生した場合、以下の手順を厳守する。  

1. 多職種による緊急検討の実施 

o 看護師、主治医（または当直医）、リハビリ職、介護職等の現場にいる多職種で

「3 要件（切迫性・非代替性・一時性）」を満たしているかを即座にアセスメント

する。  

o 【必須】「まずは拘束する」ではなく、「どのような代替策（見守り強化、離床セン

サー設置、環境調整、離床の促し等）が試みられるか」を必ず最初に協議する。  

2. 本人・家族への説明と同意 

o 拘束を開始する前に（緊急時は開始後速やかに）、本人および家族に対し、拘

束の理由、具体的な態様（方法）、時間帯、解除に向けた条件を詳細に説明し、

書面にて同意書を取り交わす。 

o   

第 2 章 記録の厳格化（カルテ・記録用紙への記載） 

令和８年度改定により、記録の不備は特定の入院料や加算において厳格な減算対象（２０点

～４０点減算）となる。単に「不穏のため抑制実施」といった抽象的な記録は一切認められな

い。  

1. 拘束開始時に必ず記録すべき事項 

カルテに以下の内容を詳細に一言一句明記すること。 

具体的な切迫性の状況 

「点滴を抜こうとする」だけでなく、「〇時〇分、中心静脈カテーテルを右手で強く引 

っ張り、あと数センチで抜去しかける自傷行為があり、再度の抜去は生命に関わる 

状態であった」など、その瞬間に判断した具体的な理由を記載する。  

試みた代替案とその結果（プロセス） 

「離床センサーを設置し、訪室頻度を１５分毎に増やして声かけを行ったが、訪室の 

合間にカテーテルに手を伸ばす行為が頻回に見られ、一時的な制限以外に生命を守 

る方法がなかった」など、「どのような代替策を試みたが、なぜ困難であったか」を明 

記する。  

制限の方法と時間 

最も制限の少ない方法（例：ミトン型手袋の片手装着など）を選択し、その理由と実 

施時間帯を記録する。  

 

2. 継続・解除検討時の記録（毎日・毎勤務帯） 

身体的拘束の実施中は、日勤・夜勤の毎勤務帯（少なくとも１日２回以上）、多職種（看

護師・医師等）による再評価を行い、カルテに記録する。  

 

【重要】 

「状態変わらず継続」は不可。「なぜ解除できなかったのか」の検討プロセスを必ずカ

ルテに残さなければならない。（例：まだ自傷行為の危険性が高いと判断した具体的

な根拠、薬剤の調整状況など） 

  



第 3 章 【徹底】多職種による解除検討フロー 

漫然とした拘束の継続を排除するため、以下のトリプルチェック体制で解除を検討する。 

【現場の毎勤務帯評価】（病棟看護師・主治医） 

  毎日、3 要件を再評価。1 つでも欠ければ直ちに解除。 

        ↓ 

【身体的拘束最小化チームによる巡回】（定期ラウンド） 

  チーム職員（多職種）が病棟に赴き、現場職員と協働で代替策・解除を検討。 

  ↓ 

【委員会での事例評価】（3 カ月に 1 回以上） 

  実施割合（15%以下か）の確認、長期化事例のカンファレンス。 

 

1. 解除の判断基準 

・3 要件（切迫性・非代替性・一時性）のうち、1 つでも欠けた場合（例：落ち着いて声を認 

識できるようになった、点滴治療が終了した等）は、直ちに拘束を解除する。  

・リハビリテーションの積極的介入による離床促進、薬剤師との連携による精神安定剤の 

減量・適正化、環境整備（見守り体制の強化やクッションの工夫等）を多職種で同時並行 

で行い、早期の解除を目指す。  

 

2. 薬剤科との連携（化学的拘束の防止） 

・行動を抑え込むための安易な過剰投薬（化学的拘束）を防ぐため、向精神薬や鎮静薬が

投与されている患者については、定期的に薬剤師が処方内容を確認する。  

・多職種カンファレンスにおいて、薬剤師から「日中の活動性を上げるための減薬・処方変 

更」の提案を積極的に行い、薬物使用の適正化を通じて身体的拘束の解除を後押しす 

る。  

 

第 4 章：環境整備と監査 

病棟での掲示と確認 

各病棟において、本マニュアルおよび指針に基づいた「身体的拘束最小化」の基本方針 

を職員の見える場所に提示する。  

監査（評価） 

身体的拘束最小化チームは、毎月、全病棟のカルテ記録をランダムに監査し、「具体的な

理由」「試みた代替案」「解除に向けた検討プロセス」が正しく記録されているかを確認・

指導する。記録に不備がある場合は、直ちに当該病棟責任者へ是正を求める。  

 

 

本マニュアルは、令和８年度診療報酬改定に伴い、令和８年６月１日に一部修正し、同日より 

適用する。  

 

 


